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奈良県内⾃治体の温暖化対策実⾏計画策定状況

出典︓環境省 地⽅公共団体実⾏計画策定・実施⽀援サイト



奈良県内計画の策定率

計画等 全団体数 策定（表明）済団体数 策定（表明）率

事務事業編

39

21 54%

区域施策編 5 13%

促進区域等 0 0%

2050年⼆酸化炭素排出実
質ゼロ表明 6 15%

出典︓環境省 地⽅公共団体実⾏計画策定・実施⽀援サイト



⾃治体が脱炭素に取り組むことの意義
•効果的な対策の実施
• 事業者でもある⾃治体が率先導⼊を進めロールモデルになる。
• 公共施設をモデルケースとして地域産業のレベルアップを図る。

•地域の課題解決に寄与・市⺠の⽣活の質の向上
• 地域エネルギー⾃給を進めることで地域産業の活性化にも寄与。
• 分散型エネルギーは災害にも強い。脱炭素は地域交通、健康増進にも寄与。

•持続可能な地域経営への寄与
• 地域での省エネと再エネによってエネルギーコストの流出を⽌め、地域内
経済循環を⽣み出す成⻑戦略になる。
• 脱炭素移⾏リスクを考え、事業者の脱炭素化を誘導・⽀援していくことが
地域経済を守ることに。



気候変動対策における⾃治体の役割
• 市⺠や事業者の規範、ロールモデルになる
–気候変動に対する独⾃の⽬標や⽅針を⽰す。
–⾃らの事務及び事業に関することで率先的な取り組みを⾏い、
対策の効果・有効性を⽰す。

• 地域の将来像を⽰し、市⺠や事業者をサポートする
–⽇本は南北に⻑く、地形も気候⾵⼟も多様である。
–地域には様々な主体がいる。
–地域特性を踏まえて、地域の将来像を描き、その実現のために
様々な主体と協働し、施策を実施していくことが⾃治体には期
待される。



⾃治体におけるCO2排出の特徴と対策
• ⾃治体事務事業における主な
CO2排出量の⽤途

• 基本的な対策

電気の使用

燃料の使用

公用車の走行

廃棄物の焼却

省エネ・効率向上

固定化回避

再エネ転換

電力への燃料転換



⾃治体における効果的な対策
• 公共施設での再エネ利⽤・導⼊
– 近年の電⼒料⾦の⾼騰で太陽光発電の導⼊やオンサイトPPAによって
電気料⾦を下げられる可能性もある。

– 奈良県内でもPPAの事例も増えてきている。
• 公共施設のZEB化
– 公共施設の建て替え、改修に合わせて計画的に実施。公共施設の維持
コストを含めて考えることが必要。

• 公⽤⾞のEV転換
– 奈良県内は交通部⾨のCO2排出量も多いことから、公共部⾨で率先導
⼊を進めることが重要な意味を持つ。EVは電⼒需給調整にも寄与。

– FCVはエネルギー熱効率が悪く⾼コスト。回⽣機関・蓄電能⼒もない。



欧州の事例から⾒る
多様な気候変動対策の担い⼿の重要性

⾃治体

シュタッ
トベルケ

中間⽀援
組織

• 多様な担い⼿が存在。
• ⾃治体が影響⼒を持つ範囲は限定的。

• 市⺠⽣活や事業活動に直接的に関与する
ことは難しい。

• 公共施設、公共交通、各種公共サービス
の範囲にとどまる。

• シュタットベルケや中間⽀援組織との
連携を通じて、その影響⼒が及ぶ範囲
を拡⼤させている。
• さらにエネルギー協同組合、気候同盟、
⼤学・研究機関、⺠間企業等との連携
もある。

公共交通

エネルギー
アドバイス

再エネ100電⼒
地域熱供給
排熱利⽤

公共建築

⾃治体計画
⽀援

公共サービス

普及啓発 省エネ改修

EEA
気候マネージャー

気候同盟

エネルギー
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⼤学・
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⾃治体の気候変動政策のポイント
• 削減⽬標・計画は1.5℃に沿ったものになっているか
– 2030年・2050年⽬標はカーボンバジェットを理解しているか

• 対策は環境部⾨だけにとどまっていないか
– インフラ・産業・経済が変わらなければ達成は難しい
– まちづくり計画と⼀体になったロックイン回避が必要
– 脱炭素の元に分野横断・政策統合は⾏われているか

• 対策を実施するための体制はあるか
– 実現のための体制や財源は⽤意されているか
– 協⼒してくれるパートナー（市⺠団体、⺠間企業、新電⼒等）はいるか



⾃治体政策⽀援のための関連情報
• 環境省⾃治体排出量カルテ：
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/tools/karte.html

• e-konzal E-CO2（全国⾃治体排出量データ）：
https://www.e-konzal.co.jp/e-co2/

• ゼロカーボンシティ：
https://www.env.go.jp/policy/zerocarbon.html

• 脱炭素地域づくり⽀援サイト：
https://policies.env.go.jp/policy/roadmap/preceding-region/

• 再⽣可能エネルギー情報提供システム：
https://www.renewable-energy-potential.env.go.jp/RenewableEnergy/


